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１部 調査研究概要 

 

Ⅰ 令和元年度研究課題一覧（研究区分別） 

令和元年度終了課題については、5 ペ－ジから概要資料を掲載しています（一部課題を除く）。 

戦略研究 

道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究で、法人の各研究分

野間および大学や企業等との連携により実施します。理事長によ

るマネジメントのもとで、法人本部と各研究本部が連携し、プロ

ジェクトチームを設置して行います。 

実施年度 
研究主管 

グループ 開始 終了 

1 地域特性に応じた再生可能エネルギー供給と省エネルギー技術の社会実装 1 5 地域システムＧ 

2 農村集落における生活環境の創出と産業振興に向けた対策手法の構築 27 1 地域システムＧ 

 

 
    

重点研究 
実用化、事業化につながる研究や、緊急性の高い研究を行います。

法人内外との連携を効果的に活用して実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 津波による最大リスク評価手法の開発と防災対策の実証的展開 29 1 環境防災Ｇ 

2 道産資材を用いた木造高断熱外壁の防耐火構造の開発 29 1 建築システムＧ 

3 保温装置と耐雪性を強化した北海道型ハウスの無加温周年利用技術の確立 29 1 建築システムＧ 

4 木質バイオマスエネルギーの高性能な供給・利用システムの開発 30 2 建築システムＧ 

5 クリーンラーチ挿し木苗の得苗率を向上させる育種管理技術の開発 1 4 環境防災 G 

6 北海道想定地震に対応した住宅等の復旧・ 耐震改修技術の開発 1 3 評価試験課 

     

経常研究 

技術力の維持・向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発に
つながる先導的な研究、環境や資源等の継続的な調査、地域固有
のニーズに対応した研究、道の施策を策定・遂行する上での基礎
となる研究・調査など、多岐にわたる研究を行います。各研究本
部の特性に応じて実施します。 

実施年度 
研究主管 

グループ 開始 終了 

1 建築確認構造審査の技術的支援と道内建築物の安全性向上のための特性分析 27 1 評価試験課 

2 建築材料の耐久性モニタリングと評価に関する基礎的研究 28 1 建築システムＧ 

3 
鉄筋コンクリート造異形柱の構造特性把握・設計法構築のためのせん断応力に対する構

造耐力 
29 1 構造判定課 

4 最終処分ゼロに向けた建築資源循環システムの検討 30 2 建築システム G 

5 建築分野における技術開発等に利用する基礎的な気象データの構築 30 2 建築システムＧ 

6 農作物等とヒトの輸送を組み合わせた統合型輸送システムの可能性 30 2 地域システムＧ 

7 道内リン循環利用に向けた地域需要供給の実態解明 30 1 地域システム G 
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8 
建築空間の熱負荷・温熱環境評価－北海道の気候・地域特性を考慮した建築物のエネル

ギー・環境評価法の開発－ 
1 3 建築システムＧ 

9 画像認識 AIを用いた RC部材のひび割れ検出の基礎検討 1 2 建築システム G 

10 耐熱性が高い建材で構成された木造高断熱外壁の防火性能の数値予測モデルの構築 1 2 建築システムＧ 

11 防災教育と情報伝達の改善を通じた災害対応力の強化に関するアクションリサーチ 1 3 環境防災Ｇ 

12 津波被害による北海道太平洋沿岸の港湾の経済的リスク 1 2 環境防災Ｇ 

13 エネルギー消費量に関する各種資料の調査と活用方法に関する研究 1 2 環境防災Ｇ 

14 常呂川流域圏における人間活動と水・物質循環のつながりの解明 29 1 地域システムＧ 

 

 
    

一般共同研究 
大学、企業等の外部機関や行政機関と連携して実施する研究のう

ち、法人の研究経費を共同研究の申請者が負担するものです。研

究内容が中期計画の範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 吹込み用繊維質断熱材の長期断熱性能の研究 29 1 建築システムＧ 

2 湿式外断熱工法の非破壊診断の可能性に関する検討 30 1 建築システムＧ 

3 湿式外張断熱工法の劣化対策性能の評価手法開発 30 1 評価試験課 

 

 
    

公募型研究 
国や団体等が実施する公募型研究開発事業に応募し、採択される

ことによって実施が可能となる研究です。研究内容が中期計画の

範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 サニーテーション価値連鎖の提案－地域のヒトによりそうサニーテーションのデザイン 28 3 地域システムＧ 

2 ベイズ理論を用いた小規模町村の住宅ストック予測モデルの構築 29 1 地域システムＧ 

3 破壊力学（エネルギー値）に基づく凍害機構の新たな解釈の提案 29 1 建築システムＧ 

4 多孔質建材の内部損傷評価に基づく促進試験条件の検討 30 1 建築システム G 

5 温度差換気を採用する高層建物の自然換気口開閉制御法－新たな開放率制御の構築－ 1 2 評価試験課 

6 同時使用率の確率論的算出手法の構築による中央熱源方式の熱源制御機器容量の最適化 1 3 建築システム G 

7 防災行政無線の情報伝達を阻害する積雪・降雨条件の解明 1 2 建築システム G 

8 多様な地震動に備える次世代高機能免震構造の開発 1 3 建築システム G 

9 エネルギー消費性能の評価の前提となる気候条件の詳細化に向けた検討 1 2 建築システム G 
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道受託研究 
道が主体となり実施する事業に基づく研究・調査や、突発的な

災害等に関連する研究・調査を行います。道との契約等に基づ

き実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 共同住宅の省エネルギー化推進に関する研究 30 1 建築システム G 

2 道内小規模市町村における移住・定住のための住宅施策の効果に関する研究 30 1 地域システム G 

3 北海道における応急仮設住宅に関する研究 30 2 地域システム G 

4 道産 CLT建築物の環境性能向上に関する研究 30 1 建築システム G 

5 北海道の想定地震に対応した応急危険度震前判定計画の策定に関する研究 29 1 環境防災 G 

6 
胆振東部地震被災地における仮設住宅居住者等への恒久的住まいの確保対策に関する

研究 
1 2 地域システム G 

7 空き家の活用・予防方策に関する研究 1 2 企画課 

8 
既存木造住宅の耐震性能における道内での地域特性に基づく補強手法の検討に関する

研究 
1 2 構造判定課 

 

受託研究 
道以外の行政機関や企業、団体等の外部機関からの依頼により、

契約または寄付により実施する研究です。研究内容が中期計画の

範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 告示化に向けた可燃性断熱材を用いた防耐火外壁の仕様基準の検討 30 1 評価試験課 

 

 
    

職員研究 

奨励事業 

職員自らの提案による研究シ－ズの発掘と研究開発能力の向上

を図るもの 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 高齢者の諸活動が地域の維持に与える効果 1 1 地域システムＧ 

 

 
    

研究開発推進費 
基本構想を推進する上で重点的な取り組みが必要な課題や研究

関連の経費 

実施年度 研究主管 

グループ 開始 終了 

1 機械換気システム導入牛舎における舎内環境の基礎データ収集 1 1 建築システムＧ 
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Ⅱ 令和元年度終了課題概要資料 

 

研究課題名 

実施年度 研究主管 

グループ 
掲載頁 

開始 終了 

農村集落における生活環境の創出と産業振興に向けた対策手法の構築 27 1 地域システムＧ p 5 

津波による最大リスク評価手法の開発と防災対策の実証的展開 29 1 環境防災Ｇ p 6 

道産資材を用いた木造高断熱外壁の防耐火構造の開発 29 1 建築システムＧ p 7 

保温装置と耐雪性を強化した北海道型ハウスの無加温周年利用技術の確立 29 1 建築システムＧ p 8 

建築確認構造審査の技術的支援と道内建築物の安全性向上のための特性分析 27 1 評価試験課 p 9 

建築材料の耐久性モニタリングと評価に関する基礎的研究 28 1 建築システムＧ p 10 

鉄筋コンクリート造異形柱の構造特性把握・設計法構築のためのせん断応力に対する構造耐力 29 1 構造判定課 p 11 

道内リン循環利用に向けた地域需要供給の実態解明 30 1 地域システムＧ p 12 

常呂川流域圏における人間活動と水・物質循環のつながりの解明 29 1 地域システムＧ p 13 

吹込み用繊維質断熱材の長期断熱性能の研究 29 1 建築システムＧ p 14 

湿式外断熱工法の非破壊診断の可能性に関する検討 30 1 建築システムＧ p 15 

湿式外張断熱工法の劣化対策性能の評価手法開発 30 1 評価試験課 p 16 

ベイズ理論を用いた小規模町村の住宅ストック予測モデルの構築 29 1 地域システムＧ p 17 

多孔質建材の内部損傷評価に基づく促進試験条件の検討 30 1 建築システムＧ p 18 

共同住宅の省エネルギー化推進に関する研究 30 1 建築システムＧ p 19 

道内小規模市町村における移住・定住のための住宅施策の効果に関する研究 30 1 地域システムＧ p 20 

北海道の想定地震に対応した応急危険度震前判定計画の策定に関する研究 29 1 環境防災Ｇ p 21 

告示化に向けた可燃性断熱材を用いた防耐火外壁の仕様基準の検討 30 1 評価試験課 p 22 

高齢者の諸活動が地域の維持に与える効果 1 1 地域システムＧ p 23 
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 第２部 試験評価・普及支援 

 

Ⅰ 試験評価 

 

◼ 道内外の建築関連企業や市町村などからの依頼により建築やまちづくりに関する

試験・調査を行っています。 

建築材料・構造などの強度や耐久性、耐火、動風圧、熱、湿気などについての性能試験、建物や市街地

の模型による風洞試験などを行うとともに、実験室、機械器具の設備の貸出しを行っています。 

依頼試験等実施状況（令和元年度） 

試験項目 受付件数  項 目 発行件数 

強度又は耐久に関する試験 50  成績書の謄本 13 

耐火又は防火に関する試験 13  合 計 13 

熱、湿気又は空気質に関する試験 27    

動風圧に関する試験 6  試験設備の貸出 延べ日数 

音響に関する試験 1  実験室 531 

建築物又はまちづくりに関する試験 3  機械器具 1,483 

建築物又はまちづくりに関する調査又は指導 3  合 計 2,014 

合計 103 

 

 

◼ JNLA（産業標準化法試験事業者登録制度）登録試験事業者です。 

建築研究本部は、平成28年9月7日付けで（独）製品評価技術基盤機構（NITE）認定センター（IA Japan）

より JNLA登録試験所として認定されており、登録区分は次に示す区分です。試験結果には、JNLA標章が

ついた試験成績書を発行することができます。 

【登録区分】 

JIS A 1416 
吸音・遮音試験（ただし、試料はドア 

などの構成部材、窓及びガラスに限る） 

 

は、産業標準化法に基づく試験事業者登

録制度の標章で、地方独立行政法人北海

道立総合研究機構建築研究本部は、吸

音･遮音試験、材料断熱性試験、建築構成

部材断熱性試験区分(分野)の登録試験

事業者です。(160378JP は当研究本部の

登録番号です。) 

JIS A 1412-2 材料断熱性試験（ただし、付属書 Bを除く） 

JIS A 4710 建築構成部材断熱性試験 

 

  

１．依頼試験・設備使用 
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建築基準法に基づく建築材料や構造方法の認定に必要な評価業務について、国土交通大臣より「指定性

能評価機関」の指定（平成 27年 6月 30日国土交通大臣第 32号）を受け実施しております。 

当研究本部は東北以北では唯一の評価機関として、①防耐火構造及び防火設備、②防火材料、③ホル

ムアルデヒド発散等級の 3 区分について評価業務を実施し、道内企業の新材料開発における利便性の向

上に寄与しています。 

性能評価試験受付状況（令和元年度） 

試験項目 件数 

防耐火構造及び防火設備の耐火性能 3 

 防耐火構造 3 

防火設備 0 

防火材料の不燃性能 1 

合   計 4 

 

 

 

 

平成１９年６月の建築基準法改正により導入された建築確認に伴う構造計算適合性判定業務について、

北海道知事の判定機関の指定（令和２年３月３１日建指第２２６５号指令）及び委任を受け実施しています。 

建築主からの申請により、道内に建築される判定対象建築物の構造設計の法適合性等について判定を

実施しています。 

構造計算適合性判定依頼受付件数（令和元年度） 

項目 受付件数（件） 受付棟数（棟） 

構造計算適合性判定 99 116 

 

２．建築性能評価 

３．構造計算適合性判定 
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Ⅱ 普及支援 

 

 

 

（１）研究成果報告会などによる情報発信 

◼ 令和元年（地独）北海道立総合研究機構 建築研究本部 研究成果報告会の開催 

建築研究本部の研究成果の普及や共同研究などのニ－ズの掘り起こしなどを目的として、研究成果報告

会を毎年開催しています。 

令和元年度は札幌市の北海道立道民活動センター（かでる２・７）において開催し、257名の方に参加をい

ただきました。報告会は2部構成とし、第1部では「エネルギー」「地域計画」「建築技術」「防災」の４つのセッ

ションで、北方建築総合研究所と建築性能試験センターの10名の研究者が研究成果を報告しました。第2部

では、防災、建築・まちづくりの2 テーマに分けて、公開討論形式シンポジウムを開催し、全体討論会では、

会場参加者からもご質問をいただき、お答えさせていただきました。 

また、今回は口頭発表に加えポスター発表も実施し、お昼休み時間にも関わらず、多くの方々が発表者と

意見交換していただく姿が見られました。 

来場者アンケートによると、興味を持ったセッションとしては、「防災」が最も多く、「エネルギー」「地域計画」

が続きました。ポスターセッションが時間不足だったとのご意見もいただきましたので、来年以降につなげて

いきたいと考えております。 

 

・日時：令和元年5月21日（火）10:00～17:00 

・場所：北海道立道民活動センター（札幌市） 

・来場者数：257名 

 

会場風景 

 

 

ポスターセッションの様子 

 

  

１．研究成果の利活用促進 
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◼ きた住まいる・北方型住宅技術講習会 

北国にふさわしい住宅の建設促進や住宅建設に携わる技術者の技術力の向上を図るため、令和元年度

は全道 6 箇所できた住まいる技術講習会を開催しました。良質な住宅を安心して取得・維持・保全できる住

宅づくりの仕組みとして道が進めている「きた住まいる」制度に関連し、耐震等級２を確保する壁量計算の方

法や性能向上リフォームの手法等について住宅事業者向けの講習を実施いたしました。 

 

・開催時期：令和元年 1月 20日～2月 20日 

・開催地：札幌市、函館市、室蘭市、釧路市、帯広市、網走市 

・参加者数：計 441名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌会場での様子 

 

 

◼ BIS/BIS-E/BIS-M 講習会 

北国にふさわしい温熱環境要件を備えた住宅等の普及をはかるため、北海道が独自に創設した BIS 資

格者の養成を支援するため、BIS 試験講習委員、BIS 制度運営委員として講習会等に参加しました。建築

研究本部は、断熱・気密性能をより高める意義や住宅の機械換気の最新情報等について講習しました。 

 

・開催時期：令和元年 10月 8日～令和 2年 2月 18日 

・開催地：札幌、旭川、帯広、北見、仙台 

 

 

◼ 住宅省エネルギー技術講習会 

住宅の省エネルギー化推進のため、住宅の設計者・施行者を対象に技術講習を実施しました。建築研究

本部は、一部講習会等に講師として参加し、改正法に盛り込まれた各措置の内容とポイントや小規模住宅・

小規模非住宅に係る省エネ基準・省エネ計算方法等について講習しました。 

 

・開催時期：令和元年 11月 20日～令和 2年 1月 21日 

・開催地：札幌、旭川、帯広、北斗 

       ※下線を付した自治体は、建築研究本部の職員が講師として参加した場所です。 
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◼ まちづくり研修会 

一般社団法人北海道まちづくり協議会との共催により「人口減少下での住宅施策とまちづくり」をテー

マに開催。基調講演やパネルディスカッションを通して住宅・まちづくりに関するこれまでの研究成果を

紹介しました。 

 

・日時：令和元年 11月 13日（水）13:00～17:00 

・場所：北海道経済センター（札幌市） 

・来場者数：102名 

 

 

◼ 道総研建築研究本部地域意見交換会 

建築研究本部では平成 29 年度から、総合振興局の地域創生部地域政策課を訪問し、地域系・防災系を

主体とした研究成果を紹介し管内におけるまちづくりの課題・事情や市町村からのニーズなどを把握すると

ともに、研究成果の技術移転の可能性について情報、意見交換を行ってきました。それらの意見交換に基

づき、令和元年度は、これから公共建築の整備再編を考えられている市町村の方々に参集していただき、 

実際に庁舎整備を実践されている町職員の方からの実例説明と 、道庁はじめ他機関からの情報提供を併

せ 、 公共建築の整備 ・ 再編 ・ 運用に関する説明会と個別の相談・意見交換を開催しました。 

 

・日時：令和 2年 2月 18日（水）13:00~17:00 

・場所：道総研建築研究本部（旭川市） 

・参加人数：69名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域意見交換会 

 

地域意見交換会のプログラム 
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◼ 道総研まちづくり塾 

市町村と建築研究本部が共に考え成長していくことを目的に、急激な人口減少、超高齢化、自治体財政

のひっ迫などの社会情勢に対応するため、研究成果の普及に加え、「50 年後のふるさとづくり」を考える「道

総研まちづくり塾」を昨年度に続き開催しました。 

 

・開催日   令和元年 10月 16日(水)～10月 18日 (金) 

・開催内容  

 1日目   特別講義・全体討議 

 2日目   道総研レクチャー・基調講義・まちづくり戦略を考える 

 3日目   まちづくり戦略の提案と討論 

・参加者  当麻町、むかわ町、旭川市、夕張市 計 4市町（9名） ほか道総研職員 

 

 

 

まちづくり塾チラシ表面 まちづくり塾チラシ裏面 

 

 

  

まちづくり戦略の検討 まちづくり戦略の発表と講評 
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◼ 建築確認構造審査研修 

市町村（特定行政庁）の構造審査能力向上のため、構造審査担当者を対象とした短期集中研修を、毎年

度行っています。 

平成 26 年 6 月の法改正において、許容応力度等計算（ルート 2）による構造審査が特定行政庁等の審

査対象となるなど、特定行政庁等においてはより詳細高度な構造審査が求められることとなりました。 

これらに対応するための技術的支援や情報提供についての要望が、強く示されていることから、経常研

究の「建築確認構造審査の技術的支援と道内建築物の安全性向上のための特性分析」の一環として、特定

行政庁等の確認申請担当者を対象に、構造審査に関する研修を継続的に行っています。 

 

 

 

研修会の様子 研修で使用する資料 

 

 

 

（２）課題対応型支援 
道総研建築研究本部では、外部からの依頼に基づき、技術指導の実効性を高めるため、簡易的または

短期的に試験、分析、測定、調査、評価等を実施する課題対応型支援に取り組んでいます。 

令和元年度は 4件の課題対応型支援を実施しました。 

 

１）大樹町役場庁舎 環境設計支援 

 庁舎建築の環境設計の知見を用いて、屋根雪及び吹きだまり対策（一部依頼試験）、通風及び夜間換気、

日射遮蔽について検討し、大樹町役場庁舎の環境設計を支援しました。 

 

２）青森県 応急危険度判定 

 応急危険度判定の実地訓練等の知見を用いて、青森県庁職員を対象とした応急危険度判定の実地訓練

とコーディネーター研修の実施を支援しました。 

 

３）札幌市厚別区町内連合会 防犯マップ作成 

 地域の安全安心づくりの知見を用いて、札幌市厚別区町内連合会の防犯マップ作成および更新マニュア

ル作成を支援しました。 

 

４）富良野市 総合計画策定支援 

 アンケートの設計や解析、またワークショップの企画設計や運営等の知見を用いて、第 6次富良野市総合

計画策定を支援しました。 
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（３）災害支援、防災対策 

◼ 平成 30 年北海道胆振東部地震への対応 

道総研建築研究本部では、「平成 30 年北海道胆振東部地震」の発生に際し、研究の基礎的資料を得る

とともに、災害拡大の防止のために初動調査、北海道型応急仮設住宅建設に係る技術指導、被災者の住

宅復旧・再建に向けた相談会などを実施しています。 

 

１）住宅の耐震セミナー 

胆振東部地震で被害を受けた被災 3 町（むかわ町、厚真町、安平町）の住宅所有者等に対し、耐震改修

の重要性、必要性を周知するとともに、被災住宅については耐震化工事を伴う復旧工事の早期着手に資す

るため、住宅の修繕に併せて実施することが効率的な耐震化工事に係るセミナーを開催しました。 

・厚真町  平成 31年 4月 25日(木) 

・むかわ町 令和元年 6月 12日(水) 

・安平町  令和元年 6月 14日(金) 

 

２）むかわ町復興計画策定支援 

むかわ町では震災を乗り越える指針として「むかわ町復興計画」を令和元年 7 月に策定しました。道総研

建築研究本部は、アドバイザーとして復興計画の策定に参画し復興後のイメージづくりにおいて、商業と住

宅によるまちなかの再生、防災対策、新たな住宅供給誘導などの提案を行いました。 

 

また、発災後の一連の対応状況を次のＵＲＬに掲載しています。 

http://www.hro.or.jp/list/building/koho/press1/180906.html  



32 

（４）所外発表論文など 

平成 31年 4月～令和 2年 3月掲載分 

◼ 学術誌への投稿 

題名 著者 掲載誌 

生コンクリート製造者と施工者を対象とした寒中コンクリ

ート工事に関するアンケート調査 
〇深瀬 孝之，谷口 円，濱 幸雄 

日本建築学会技術報告集, pp.591-

596,2019.6 

Interlinking open science and community-base 
participatory research for socio-environmental issue 

〇 Yasuhisa Kondo ， Akihiro Miyata, Ui 

Ikeuchi, Satoe Nakahara, Kenichiro 
Nakashima, Hideyuki Onishi, Takeshi 
Osawa, Kazuhiko Ota, Kenichi Sato, Ken 
Ushijima, Bianca Vienni Baptista, 
Terukazu Kumazawa, Kazuhiro Hayashi, 
Yasuhiro Murayama, Noboru Okuda and 
Hisae Nakanishi 

Current Opinions in Environmental 

Sustainability 2019, 39 ， pp.54-

61,2019.7 

中山間地域における住み続けの観点から見た外出の重

要性評価と生活交通が与える影響 
〇岡村 篤，橋本 成仁，木多 央信 

第 39 回交通工学研究発表会論文

集，pp.541-548，2019.8 

Maturity and Strength Development of Mortar with 

Antifreezing Admixture at Temperatures Lower than 

0 ℃ 

〇Hyeonggil Choi，Yukio Hama, Madoka 

Taniguchi 
Materials 2019, 12, 3172，2019.9 

寒中コンクリート工事に影響する気候特性に関する考察 〇深瀬 孝之, 谷口 円，濱 幸雄 
日本建築学会技術報告集 ，

pp.1039-1044，2019.10 

建物群に対する熱供給を対象とした差圧を用いない変流

量制御方式に関する実験的検討 
〇阿部 佑平，月館 司，羽山 広文 

空気調和・衛生工学会論文集 

No.273，pp.9-18，2019.12 

各戸導入型小型水供給設備の利用における水安全計画

的アプローチによる健康リスク管理 

〇門屋 俊祐，牛島 健，伊藤 竜生，長谷川 

祥樹，三浦 尚之，秋葉 道宏，西村修，佐

野 大輔 

土木学会論文集 G（環境）75(7)，

pp.Ⅲ_403-Ⅲ_412，2019.12 

湿式外張り断熱外装システムの防水性向上に関する研

究 

〇小松 幸雄，千葉 隆弘，福島 明，村田さ

やか，高倉 政寛，遠藤 卓 

日本建築学会環境系論文集 85 巻

767号，pp.11-18，2020.1 

北海道で発生した雪による人身事故と雪害対策に関する

研究 人身事故および住宅損傷のリスク分析に基づいた

屋根雪処理の判断基準について 

〇千葉 隆弘，堤 拓哉，高橋 徹 
日本建築学会構造系論文集 第 85

巻 769号，pp.331-342，2020.3 

 

◼ 学会やシンポジウムなどでの発表 

題名 著者 掲載誌 

寒冷地に建つ建築物の環境配慮設計方法の確立に向け

た基礎的検討 －鉄骨造キャンチレバー部の断熱補強

に関する数値解析－ 

〇下ノ薗 慧，廣田 誠一，池村 菜々 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92 ， pp.211-214 ，発表会 

2018.6 

防耐火構造外壁の大臣認定に関する調査 認定数に基

づく充てん断熱材に関する考察 
〇糸毛 治，鈴木 淳一，成瀬 友宏 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92 ， pp.21-24 ， 発 表 会 

2018.6 

北海道の地域性を考慮した地震被害想定の検討 
〇竹内 慎一，戸松 誠，石井 旭，渡邊 和

之，大津 直，廣瀬 亘 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92， pp.145-148 ，発表会
2018.6 

北海道における中高層鉄筋コンクリート造建物の構造特

性 保有水平耐力と地震応答性状について 
〇森松 信雄 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92 ， pp. 45-48 ， 発表会 

2018.6 

陸前高田における住まい再建・市街地形成のこれまでと

これから 
〇石井 旭，齋藤 茂樹，鈴木 大隆，川村 壮 

日本建築学会北海道支部研究報告

集No.92，pp.313-316，2018.6 

道内小規模市町村における移住起業家と移住者の転入

要因に関する研究 
〇佐々木 優二，福井 淳一 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92， pp.301-304 ，発表会
2018.6 
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回転不変位相限定相関法を用いた CLT 梁部材の光学

的全視野変形計測 
〇齊藤 隆典 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92， pp.121-124 ，発表会   

2018.6 

積雪寒冷地における応急仮設住宅 -北海道胆振東部地

震で建設された応急仮設住宅の概要と仕様- 

〇廣田 誠一，谷口 円，斎藤 茂樹，松村 博

文，高倉 政寛，鈴木 大隆，村田 さやか 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92， pp.165-168 ，発表会 

2018.6 

地方小規模自治体における中心商店街の再生に関する

考察 -浜頓別町におけるケーススタディー 
〇松村 博文 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92， pp.309-312 ，発表会 

2018.6 

寒中コンクリート新技術調査委員会 報告 

〇濱 幸雄，深瀬 孝之，谷口 円，立松 宏

一，杉 山 雅，足立 裕介，大和田 英生，

齊藤 智洋，嶋田 樹，神本 邦男，神坂 和

博，池田 耕平，山本 美明，竹田 雅仁，

外﨑 諭 

日本建築学会北海道支部研究報告

集No.92，pp.1-6，発表会 2018.6 

公営住宅における住環境評価へ管理形態が及ぼす影響 

-室蘭市市営住宅を対象とした住み替え意向について- 

〇浅井 敬太，西尾 洸毅，松村 博文，石井 

旭，真境名 達哉 

日本建築学会北海道支部研究報告

集 No.92， pp.231-234 ，発表会
2018.6 

積雪寒冷地における応急仮設住宅 その 1 北海道胆振

東部地震における応急仮設住宅の概要 

〇齋藤 茂樹，廣田 誠一，高倉 政寛，村田 

さやか，谷口 円，松村 博文，鈴木 大隆 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.869-870，2019.9 

積雪寒冷地における応急仮設住宅 その 2 北海道胆振

東部地震における応急仮設住宅の仕様 

〇廣田 誠一，齋藤 茂樹，高倉 政寛，村田 

さやか，谷口 円，松村 博文，鈴木 大隆 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.81-872，2019.9 

陸前高田市における住まいの再建推進方策に関する調

査研究 その 9 住まい再建と市街地形成のこれまで 
〇石井 旭，鈴木 大隆，齋藤 茂樹，川村 壮 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.869-870，2019.9 

陸前高田市における住まいの再建推進方策に関する調

査研究 その 10 住まい再建と地域居住のこれから 
〇鈴木 大隆，石井 旭，齋藤 茂樹，川村 壮 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.871-872，2019.9 

積雪寒冷地におけるアメダス降水量と積雪重量の比較 〇堤 拓哉 
日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.21-22，2019.9 

道内小規模市町村における移住起業家・移住者の転入

要因に関する研究 -北海道東川町を事例として- 
〇佐々木 優二，福井 淳一 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.147-148，2019.9 

デジタル画像解析を用いた CLT 梁部材の光学的全視野

変形計測 
〇齊藤 隆典 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.333-334，2019.9 

北海道の地域性を考慮した地震被害想定に関する研究 

その 1 被害誘因及び分布特性の地域性に係る検討 

〇竹内 慎一，戸松 誠，石井 旭，渡邊 和

之，大津 直，廣瀬 亘 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.349-350，2019.9 

北海道の地域性を考慮した地震被害想定に関する研究 

その 2 予測手法の地域性及び想定結果の活用に係る

検討 

〇戸松 誠，竹内 慎一，石井 旭，渡邊 和

之，大津 直，廣瀬 亘 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.351-352，2019.9 

北海道の既存木造住宅の形態的な特徴と耐震性評価に

及ぼす影響 
〇千葉 隆史，竹内 慎一 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.541-542，2019.9 

北海道における中高層鉄筋コンクリート造建物の構造特

性 
〇森松 信雄 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.725-726，2019.9 

発泡プラスチック異形断熱材の断熱性能に関する実験 
〇遠藤 卓，平塚 雄治，江口 孝明，小暮 直

親，三山 治，若菜 繁 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.417-418，2019.9 

通気層が発泡プラスチック断熱材を用いた木造外壁の防

火性能に及ぼす影響に関する考察 小型試験体を用い

た実験的検討 

〇糸毛 治，鈴木 淳一，成瀬 友宏，水上 点

睛，林 吉彦 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.183-184，2019.9 

オフィスビルにおける自然換気制御の性能評価に関する

研究 －BESTを利用した開口率制御方法の提案― 
〇下ノ薗 慧，郡 公子，石野 久彌 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.259-260，2019.9 

住宅基礎を対象とした寒中コンクリート工事の合理化 そ

の 1．保温養生方法の検討 
〇佐川 貴康，谷口 円，月舘 司，高橋 光一 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.183-184，2019.9 
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住宅基礎を対象とした寒中コンクリート工事の合理化 そ

の 2．初期凍害の診断 
谷口 円，佐川 貴康，濱 幸雄，高橋 光一 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.185-186，2019.9 

地方小規模自治体における中心商店街の再生に関する

考察  

―北海道浜頓別町におけるケーススタディ― 

〇松村 博文 
日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.959-960，2019.9 

新住宅市街地開発事業による住宅団地の持続可能性に

関する研究 その 5 室蘭市市営住宅における管理形態

が居住者評価に及ぼす影響 

〇浅井 敬太，真境名 達哉，松村 博文，石

井 旭，西尾 洸毅 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.1261-1262，2019.9 

新住宅市街地開発事業による住宅団地の持続可能性に

関する研究 その 6 室蘭市における公営住宅居住者の

住み替え意向 

〇真境名 達哉，木村 早希，松村 博文，石

井 旭，西尾 洸毅 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.1263-1264，2019.9 

新住宅市街地開発事業による住宅団地の持続可能性に

関する研究 その 7 室蘭市における公営住宅から戸建

住宅への定着 

〇木村 早希，真境名 達哉，松村 博文，石

井 旭，西尾 洸毅 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.1265-1266，2019.9 

硬化促進剤および凍害劣化抑制剤が高炉セメントコンク

リートの耐凍害性に及ぼす影響 

〇小沢 優也，胡桃澤 清文，佐川 孝広，谷

口 円，安田 玲子，西 祐宜，猪瀬 亮 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.23-24，2019.9 

4 種類の材料の凍結融解過程のエネルギー変化と変形

挙動熱力学的アプローチによる多孔質材料の凍害機構

の検討 その 2 

〇伊庭 千恵美，福井 一真，谷口 円，高橋

光一，小椋 大輔 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.21-22，2019.9 

木質外装材の遮熱性能への各種仕様の影響 〇河原崎 政行，糸毛 治 
日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.173-174，2019.9 

木造住宅の屋根に降下する火山灰の堆積性状 
〇山本 剛，堤 拓哉，千葉 隆弘，前田 憲太

郎 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.27-28，2019.9 

積雪寒冷都市の都市デザインプロセスに向けた雪 CFD

と風洞実験の有用性評価 積雪寒冷都市における都市

デザイン その 22 

〇近藤 縁，瀬戸口 剛，渡部 典大，村田知

謙，堤 拓哉，大槻 政哉 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.793-794，2019.9 

外張り EPSの裏面排水溝形成手法の開発 
〇小松 幸雄，福島 明，高倉 政寛，千葉隆

弘 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.81-82，2019.9 

2018 年北海道胆振東部地震による札幌市里塚地区の

宅地被害の悉皆調査 

〇新井 洋，柏 尚稔，久世 直哉，大橋 征

幹，戸松 誠，竹内 慎一，千葉隆史，廣瀬亘 

日本建築学会大会学術講演梗概

集，pp.583-868，2019.9 

凍結融解作用による内部損傷の評価 
〇谷口 円，板橋 孝至，田中 大之，中村 拓

郎 

日本コンクリート工学会大会年次論

文第 41 巻第 1 号，pp.863-868，
2019.7 

デジタル画像解析を用いたコンクリート圧縮特性評価の

省力化に関する基礎検討 
〇齊藤 隆典，谷口 円 

コンクリートの性能評価試験の合理

化・省力化に関するシンポジウム論

文集，pp.215-218，シンポジウム 

2019.9 

港湾都市の津波浸水想定地域における施設立地の変化 〇川村 壮，橋本 雄一，戸松 誠，竹内 慎一 
日本地理学会 2019 年秋季学術大

会，2019.9 

平成 30 年胆振東部地震における建物被害調査・復旧支

援と電源喪失時の社会混乱状況のアーカイブ化 

〇川村 壮，鈴木 大隆，佐々木 優二，戸松 

誠，立松 宏一，古屋 剛，馬場 麻衣 

情報処理学会情報システムと社会

環境研究会第 149 回研究発表会，
2019.8 

道内集落における夏期冬期の変化が外出及び移動に与

える影響に関する研究 

〇岡村 篤，福井 淳一，松村 博文，橋本成

仁 

土木学会 第60回土木計画学研究

発表会・秋大会 (企画提案型 )，
2019.11 

Role of Researchers in Co-creation Process of 
Sanitation Value Chain 

〇Ken Ushijima 

4th International Symposium on 
Green Technology for Value 

Chains 2019，2019.10 

積雪寒冷地の港湾都市における建物立地状況と津波か

らの非難可能性に関する空間分析 
〇川村 壮，橋本 雄一、戸松 誠、竹内 慎一 

地理情報システム学会講演論文集

CD-Ｒ，p.28，2019.10 

土砂災害による集落孤立リスクおよび自立対応力の評

価手法の開発 

〇川村 壮，石丸聡，輿水 健一，戸松 誠、

竹内 慎一 
東北地理学会，2019.9 
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居住者の温熱感覚と熱中症危険度の認識に関する実態

調査 

～夏季における北海道と新潟を対象として～ 

〇田中 佑一郎，須永 修通，斎藤 雅也，棒

田 恵，下ノ薗 慧，佐々木 優二，原 大介 

日本太陽エネルギー学会講演論文

集（2019），pp.258-261，2019.10 

寒中コンクリート工事の合理化に向けた基礎検討 
〇谷口 円，月館 司，高橋 光一，佐川 貴

康，濱 幸雄 

第 32 回ふゆトピア研究発表会セッ

ションⅢ，pp.187-190，2020.1 

木造床の床衝撃音に関する国内外の研究動向 〇廣田 誠一，平光 厚雄，田中 学 
日本騒音制御工学会秋季研究発表

会論文集，2019.11 

2018 年北海道胆振東部地震による札幌市里塚地区の

宅地被害 

〇新井 洋，柏 尚稔，久世 直哉，大橋 征

幹，戸松 誠，竹内 慎一，千葉 隆史，廣

瀬 亘 

第 54 回地盤工学研究発表会講演

集，pp.1577-1578，2019.7 

東川町にける移住起業家と移住者の転入要因に関する

研究 
〇佐々木 優二，福井 淳一 

日本人口学会機関誌『人口学研

究』，pp.4-5 

人口減少社会に対応するための水道のかたち～地域自

律管理とオンサイト処理～ 
〇牛島 健 

第22回日本水環境学会シンポジウ

ム講演集，pp.89-90，2019.9 

地域ぐるみで支える地域自律管理型の農村水インフラ 〇牛島 健 
第22回日本水環境学会シンポジウ

ム講演集，pp.150-151，2019.9 
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（５）学会、各種委員会などへの協力 

【学会等役員・委員としての協力】129件（平成31年度以前からの継続を含む） 

公益性が高く、専門的知見が求められる国、道、市町村や建築・住宅関係団体が設置する各種委員会か

らの委員などの委嘱について、各研究分野で積極的な活動を行いました。 

■ 委員会活動の一例 

・総合資源エネルギー調査会専門委員（経済産業省） 

・社会資本整備審議会専門委員（国土交通省） 

・日本建築学会各種専門委員会（一般社団法人日本建築学会） 

・日本コンクリート工学会各種委員会（公益社団法人日本コンクリート工学会） 

・NEDO技術委員会（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

・住宅再建推進協議会相談役（一般社団法人陸前高田市建設業協会） 

・BIS認定制度運営・試験委員会（一般社団法人北海道建築技術協会） 

・民間住宅施策推進会議（北海道） 

・北海道防災会議地震専門委員（北海道） 

・木造建築の新技術に関する協議会委員（北海道） 

・旭川市景観審議会委員（旭川市） 

・まちづくり協議会（浜頓別町商工会） 
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（６）業界紙、ウェブサイト、メールマガジンによる情報発信 

◼ ホームページ 

平成 10 年度に開設以来、依頼試験・性能評価や構造計算適合性判定業務、普及支援業務や研究所施

設の概要、セミナー・イベントなどを紹介するとともに、調査研究報告書・ソフトウェア・刊行物などの技術情

報、プレスリリース資料を掲載するなど、建築関連技術者や行政機関、道民の皆様向けに様々な情報を提

供しています。建築研究本部のホームページはこちらのＵＲＬからご覧いただけます。 

https://www.hro.or.jp/list/building/  

 

◼ メールマガジン「建築研究本部かわらばん」 

民間企業、建築関係団体、道・市町村、大学、試験研究機関の方々など約 500名にメールマガジン「建築

研究本部 かわらばん」を毎月配信しています。日頃の調査研究、普及業務などで携わっているニュースを

中心にお送りしています。 

次の申込フォームからもお申し込みできます。 

https://www.hro.or.jp/cgi-bin/mail/index.php?id=hokusoken_n  

https://www.hro.or.jp/list/building/
https://www.hro.or.jp/cgi-bin/mail/index.php?id=hokusoken_n
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（１）技術相談 

当研究本部では、建築・住まい・まちづくりに関する相談業務を行っています。令和元年度の相談件数

は 218件あり、雪処理対策や断熱・気密の技術、換気・暖房、基礎などに関する相談が多くありました。 

 

 

（２）講師派遣 

研究成果の普及や建築技術の向上のため、国や道、市町村、建築住宅関連団体、民間企業などが主催

するセミナー、フォーラムなどに講師を派遣しています。令和元年度の派遣件数は 70件でした。 

講演内容は住まい、まちづくりや防災、雪処理対策、省エネ・建築技術など広範囲な分野にわたっていま

す。 

 

（３）原稿執筆 

建築関連団体発行の機関誌、各種学会誌、建築専門誌などからの依頼に応じて、住まい、まちづくり、防

災、環境、エネルギー、建築技術など各研究成果に関する知見について依頼を受け、原稿を執筆していま

す。令和元年度の執筆件数は 20件でした。 

 

（４）技術指導 

これまでの研究成果や知見、公知の情報等を用い、技術的な問題の解決に向けた指導を行っています。

令和元年度は建築・住宅関連企業や地方公共団体に対し、省エネ性能の計測方法や住宅の換気等に関す

る設計・施工上のアドバイスなどを技術指導により実施しています。 

２．技術支援 



39 

（５）委員会活動(再掲) 

国、道、市町村や建築・住宅関係団体が設置する住まい、まちづくり、防災、雪対策、環境、エネルギー、

建築技術などに関する専門的な知見を求められる各種委員会に参画しています。令和元年度の就任件数

は 129件（平成 30年度以前からの継続を含む）でした。 

 

（６）道内大学との連携など 

道内各大学と道総研の連携協定を活用し、建築研究本部においても、共同研究の実施、研究課題検討

会の外部有識者の委嘱、視察・研修者の受け入れ、研究交流会への参加などを行っています。 

 

 

 

令和元年度末時点で北方建築総合研究所が出願し、北海道立総合研究機構が保有する特許権などは

次の 6件です。 

◼ 令和元年度末までに特許登録された発明 

･ 空気浄化式家屋（平成 15年 11月 7日 特許第 3488921号） 

･ 振動試験装置及び振動試験方法（平成 23年 8月 12日 特許第 4801134号） 

･ 換気システム（平成 28年 9月 9日 特許第 5998311号） 

･ 熱交換器及び熱換気システム（平成 29年 10月 20日 特許第 6226832号） 

･ 換気システム及び家屋（令和元年 5 月 10 日 特許第 6519750 号、特許第 6524506 号、特許第

6525157号） 

･ 窓枠（令和元年 12月 6日 特許第 6624547号） 

 

  

３．知的財産の有効活用 



40 

 

（１）科学技術に対する理解促進、調査研究成果の普及 

◼ 施設見学 

当研究本部では、研究所施設の視察、見学を随時受け付けており、施設や実験装置、調査研究業務

の紹介、依頼試験・性能評価業務のご案内などを行っています。建築関連事業者を中心に全国各地から

の来訪があり、令和元年度の見学者は 60件、544人でした。 

 

 

見学者の地域別件数（令和元年度）[団体] 

 
海外 

国内 
計 

道外 道内 

件数 3 12 45 60 

 

見学者の属性（令和元年度）[人] 

属性 
建設業・ 
企業など 

大学・ 
研究者など 

国・道・ 
市町村など 

一般・ 
小中学生など 

計 

見学者
数 

223 115 81 125 544 

 

見学者人数の推移[人] 

年度 H14～27 H28 H29 H30 R01 計 

見学者 

人数 

19,914 

23,445 

529 

876 

549 

1,056 

649 

1,128 

544 

843 

22,185 

27,348 

※下段は施設公開デー来場者を含む。 

４．施設公開と普及イベント 
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◼ ｢きて★みて★はっけん！！ほくそうけん☆公開デー2019｣の開催 

毎年恒例のコーナーに加え、新たに北海道立旭川高等技術専門学院との共催企画「旭川技専ものづく

り展示とかんながけ体験」や日本建築構造技術者協会北海道支部との共催企画「地震でこわれた建物を

判定しよう！－きみも子ども判定士－」、北海道建築士会旭川支部との共催企画「楽しく学んで防災博士

になろう！」など 13 の体験・工作・展示ブースで賑わいました。おおむね天候にも恵まれ、339 名の方に

ご参加いただきました。 

 

・開催日時 ：令和元年 8月 31日（土）10：00～15：00 

・参加人数 ：339人 

 

 

 

 

 

 

 

 

火の用心！燃えやすい家と燃えにくい家 

 

 

 

 

 

 

 

地震だ！振動台で実験‼ 

 

 

 

 

 

 

 

バリアフリー体験コーナー 

 

 

 

 

 

 

 

地震でこわれた建物を判定しよう！ 

 

 

 

 

 

 

 

建築研究本部ミニ博物館 

 

 

 

 

 

 

 

振動実験コーナー 

 

 

 

 

 

 

 

北方型ブース 

 

 

 

 

 

 

 

旭川技専かんながけ体験 

 

 

 

 

 

 

 

ものしり博士の研究所探検隊 

 

 

 

 

 

 

 

あったか住まいのつくり方 

 

 

 

 

 

 

 

お家のデザイン体験コーナー 

 

 

 

 

 

 

 

楽しく学んで防災博士になろう 
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◼ 2019サイエンスパークに出展 

小中学生に科学技術について興味や関心を持っていただくことを目的に、毎年開催されている「サイエ

ンスパーク」（主催：北海道、（地独）北海道立総合研究機構）に出展しました。 

「建築性能試験センター★建築のプロが使ういろんな測定機器に触れてみよう！」と題したブースに大

勢の親子連れが訪れ、サーモカメラ・傾斜計・荷重計・騒音計・風速計など様々な機器に触れ、その仕組

みや使い方を学んでいただきました。 

・開催日時：令和元年 7月 30日（火）10：00～15：30 

・開催場所：札幌駅前通地下歩行空間（チ・カ・ホ） 

・参加人数：2,600人（会場全体） 

  

会場の様子 

 

◼ 上川農試公開デーで三場連携出展 

上川総合振興局管内には「農業研究本部上川農業試験場」「森林研究本部林産試験場」「建築研究本

部」の道総研の 3 つの機関があり、連携して様々な取組を行っています。その一環として、平成 28 年度

から『上川農試公開デー』に、林産試験場と建築研究本部が出展をしています。 

令和元年度の当本部の出展内容は「アーチ橋チャレンジ」で、泡ポリスチレン製のブロックを用いて古く

から使用されている構造形式の一つであるアーチの仕組みを楽しみながら学んでもらうことができました。 

・開催日時：令和元年 8月 8日（木）10：00～14：00 

・場  所：上川農業試験場 庁舎 1階玄関ロビー（上川郡比布町南 1線 5号） 

  
制作状況 実験状況 
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◼ 「明日の上川地域を担う道総研三場会」の開催 

道総研上川三場（上川農試、林産試、建築研究本部）の人材育成、情報共有、地域貢献のための実践

的課題発見のため、主に若手研究者を対象に、平成 30 年度からの新たな企画として「明日の上川地域

を担う道総研三場会」を開催しています。参集範囲は主査級以下とし、今年度は建築研究本部から上川

農試との連携事例を紹介、その後連携する上でのメリットや課題などについて、少人数に分かれての意

見交換を行いました。 

・開催日時：令和元年 11月 21日（水） 

・開催場所：道総研建築研究本部 多目的ホール 

 

◼ ジャパンホーム＆ビルディングショーへの参加 

東京ビッグサイトにて開催された「Japan Home ＆ Building Show2019」に、道内民間企業・団体・道・

道総研などが一丸となり、本道の住宅建築技術や道産建材の全国への販路拡大、情報発信を行いまし

た。北海道ブースで「木造高断熱外壁」開発に関する研究成果を紹介するなど、新しい技術に関心のある

来場者や出展者どうしの貴重な交流の場となり、今後、出展された企業の販路拡大や新たな技術開発が

進むことが期待されます。 

・開催日時：令和元年 11月 13日（水）～15日（金） 

・開催場所：東京ビッグサイト（有明・東京国際展示場） 

・来場者数：17,762名（主催者発表） 

 

 
北海道パビリオン 

 
北総研紹介コーナー 
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◼ その他普及イベントなど 

【カルチャーナイト 2019 実験！いちばん地震に強い建物はどれ？】 

・講演：建築性能試験センター安全性能部構造判定課 千葉主査、評価試験課 森松主査 

・開催日時：令和元年 7月 19日（金） 

・開催場所：道総研プラザ（札幌市） 

 

【道総研地域セミナー 平成３０年北海道胆振東部地震から１年】 

・講演：北方建築総合研究所地域研究部環境防災グループ 戸松研究主幹、川村研究職員 

・開催日時：令和元年 9月 7日（土） 
・開催場所：紀伊國屋書店札幌本店インナーガーデン 

（令和２年 1月 29日(水)開催の苫小牧市民防災講座においても、上記の内容で講演を行った。） 

 

【くしろ安心住まいフェア】 

・子供たちに「お家のデザイン体験」「アーチ橋チャレンジ」で、住まいづくりや建築物にかかる力の仕組

みを学んでいただいた。 

・開催日時：令和元年 10月 26日（土） 

・開催場所：釧路市子ども遊学館 

 

【八雲町熊石地区地域防災力向上研修会 津波避難訓練の結果報告、集落孤立への対応に関する調査 

結果報告】 

・講演：北方建築総合研究所地域研究部環境防災グループ 戸松研究主幹、川村研究職員 

・開催日時：令和元年 11月 8日（金） 

・開催場所：八雲町熊石総合支所  

 

【地域ぐるみの小規模水道管理システム実証報告会 「続・おいしい水を求めて」】 

・発表者：富良野高校科学部、伊藤禎彦京都大学教授、 

北方建築総合研究所地域研究部地域システムグループ 牛島主査、長谷川研究主任 

・開催日時：令和元年 11月 4日（月・祝） 

・開催場所：北海道富良野高等学校（富良野市末広町） 

 

【2020ふゆトピア・フェア in とまこまい 雪と共存するまちづくり】 

・苫小牧市内で開催された「ふゆトピア･フェア」に、「子どもの家」やデジタルサイネージを利用した動画

などをブース出展し、研究成果の普及、広報を行った。 

・開催日時：令和 2年 1月 23(木)～24日（金） 

・開催場所：苫小牧市総合体育館 

 

【きた住まいるフェア－とかち型エコ住宅セミナー＆体験イベント】 

・講演：「災害を乗り越える住まい」北方建築総合研究所地域研究部長 渡邊和之 

  ・ペーパークラフトや紙ぶるるで北方型住宅や建物の地震による揺れ方を学んでいただいた。 

・開催日時：令和 2年 2月 21(金)～22日（土） 

・開催場所：とかちプラザ 
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（２）海外の企業、大学・研究機関などとの交流 

◼ ロシアで寒冷地住宅技術をＰＲ 

令和元年 11月 16日(土)～22日(金) 

道、道内建設事業者、大学関係者とともにロシアサンクトペテルブルク及びフィンランド・エストニア等近

隣国を訪問し、サンクトペテルブルク市政府等と地域間交流の促進に向け協議を行うとともに、住宅建築

分野におけるビジネス・研究交流の展開に向けた住宅建築の現状を調査しました。 

 

 

◼ 見学の受入れ 

・平成 31年 4月 26日（金） 

黒竜江省建築科学研究院一行の道内視察にあたり当研究本部の寒冷地建築技術等の調査研究や中

国での建設技術(建物、道路附属施設等)について情報収集や意見交換を行った。 

 

・令和元年 8月 22日（木） 

北海道大学から依頼を受け、日露共同教育 RJE3 プログラム（札幌・札幌周辺の寒冷地開発技術ワー

クショップ）によるロシア極東地域の大学生・大学院生に対し寒冷地の住宅・まちづくりなどについて研修

を実施した。 

 

・令和 2年 2月 10日（月） 

旭川市からの依頼を受け、ハーバード大学建築学科森俊子教授及び同大学院生に対し、当研究本部

の雪処理対策や寒冷地建築技術の研究成果紹介について情報提供、意見交換、実験装置の見学などを

行った。 
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第３部 研究所の概要 

 

 

（１）設立目的と経緯 

寒冷地における住宅や都市の計画・整備及び建築技術に関する研究調査を行い、道民の住生活の向上

に役立てることを目的に、昭和 30 年、道立の 3 試験研究機関を合同し、建築部（現在の建設部）の所管の

もとに「寒地建築研究所」として設置されました。平成 14 年 4 月に札幌市から旭川市へ施設の全面移転を

契機として、研究領域の拡大と充実、積極的な情報発信、企業や道民ニーズに対応するため、「北方建築総

合研究所」へと改組し、平成 19 年 4 月には、改正建築基準法による構造計算適合性判定業務に対応する

ため、札幌に構造計算適合性判定センターを設置しました。 

平成 22 年 4 月、地方独立行政法人北海道立総合研究機構の発足に伴い「建築研究本部北方建築総合

研究所」としてスタートし、平成 30 年 4 月からは新たに建築研究本部の中に「建築性能試験センター」を設

置いたしました。 

 

（２）組織機構（令和 2 年度） 

 

令和 2年 4月組織図 

  

本部長

所長

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

総務部 総務課

評価試験課 評価試験グループ

副所長 地域研究部 地域システムグループ

環境防災グループ

建築システムグループ建築研究部

北方建築総合研究所

建築性能試験センター

センター長 安全性能部 構造判定グループ

主査（総務）

主査（評価）
主査（判定評価）
主査（防耐火）

主査（住計画）
主査（地域計画）
主査（資源循環）

主査（都市環境）
主査（地域防災）

主任主査（エネルギー）
主査（建築技術）
主査（建築環境）
主査（建築保全）

主査（構造判定）

企画調整部 企画課 企画グループ 主任主査（企画）
主査（指導支援）

建 築 研 究 本 部

構造判定課

１．沿 革 
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（単位：千円） 

年度別 

事業別 

平成 30年度 

(最終予算額) 

令和元年度 

(最終予算額) 

令和 2年度 

(当初予算額) 

維 持 管 理 費 54,406 56,805 52,792 

試 験 研 究 費 84,449 88,802 73,924 

 

戦 略 研 究 8,903 12,961 16,990 

重 点 研 究 14,070 22,698 14,550 

経 常 研 究 6,185 7,185 8,926 

公 募 型 研 究 ※ 12,334 9,295 4,215 

一 般 共 同 研 究 4,300 3,700 660 

そ の 他 受 託 研 究 5,467 1,000 0 

道 受 託 研 究 32,326 30,970 27,585 

職 員 研 究 奨 励 事 業 864 993 998 

依 頼 試 験 費 37,458 21,872 60,112 

試験研究備品整備費 12,193 10,196 3,319 

普 及 啓 発 関 連 319 834 326 

構造計算適合性判定費 29,950 25,470 34,890 

計 218,775 203,979 225,363 

＊令和 2年度（当初予算額）の試験研究費については、令和 2年 3月末時点で決定している課題のみ計上し

ています。 

＊公募型研究には、個人に交付される研究資金を含みます。応募中で採否が確定していないものを除きます。 

 

２．事業費 
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